
平成２８年度条約難民に対する日本語教育事業
仕様書

１ 事業の趣旨

平成１４年８月７日付け閣議了解「難民対策について」等に基づき，条約難民（そ
の家族を含む。以下同じ ）等に対し，日本語習得のための便宜供与を行う事業を実施。

することにより，我が国への定住の促進及び円滑化を図ることを目的とする。

２ 事業の内容

（１）通所式の定住支援施設における日本語教育
① 外務省予算により「平成２８年度難民等定住支援事業」の実施のために設置

される通所式の定住支援施設（首都圏 （以下「定住支援施設」という ）にお） 。
ける，条約難民（平成２８年度においては予算上２９人を予定）を対象とした
５７２授業時間（１授業時間は４５分とする）の日本語教育（クラスは，受講

， 。）者の数や状況に応じて 昼間クラスと夜間クラスを合わせて３クラス程度設置
を行う。昼間クラスは，原則として１日６授業時間，夜間クラスは，原則とし

て１日３授業時間行う。また，必要に応じて補講が行える体制を取る。
なお，時間割等は，外務省予算により実施される「平成２８年度難民等定住

支援事業」の社会生活適応指導や厚生労働省予算により実施される「平成２８
年度難民等の定住又は自活促進のための就職援助事業」の職業相談等と調整を

行う。
② 面接（テスト）を行い，受講者の日本語能力に合わせた効果的な日本語教育

を行う。
③ 授業によって担当講師の交代は可能だが，効果的な日本語教育を実施するた

めに授業内容の引き継ぎを十分に行う。また，定期的に課題やプログラムにつ
いて検討するための担当講師等による会議を行い，その結果等を文化庁に報告

する。

（２）教科書及び学習教材の提供等

① 条約難民等に対し，日本語教室で使用する教科書を提供する。
② 条約難民等に対し，学習教材（条約難民等の使用言語に翻訳されたもの）

を必要に応じて提供する。
③ 条約難民等の日本語学習を支援するボランティアほか，日本語教育に関わる

者に対し，学習教材等を必要に応じて提供する。提供先及び提供した学習教材
等のリストを作成し，文化庁に報告を行う。

（３）日本語教育相談
定住支援施設に日本語教育に係る相談窓口を設け，日本語教育相談員を配置し

て指導・助言を行う（訪問相談を含む 。また，指導・助言を行った内容について）
は，毎月５日まで（平成２９年３月分については当月末日まで）に前月分の相談

を受けた年月日・相談者・相談内容・対応を書面により文化庁に報告する。ただ
し，緊急を要する報告案件については，その都度報告する。

（４）本件事業に関する広報活動
条約難民に対する日本語教育事業に関する広報資料の作成及び広報活動を行う

こと。



３ 事業実施期間

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間

４ 留意事項

（１）文化庁による指示・監督
本委託事業が文化庁の委託により実施される事業であることを十分に踏まえ，受

託者は，その遂行に当たり，文化庁の指示・監督に従い活動するものとする。
， ， ，また 本委託事業の運営方針や個々の業務については 契約締結の前後を問わず

課題が生じた場合又は文化庁から求められた場合には，文化庁の指示・監督に従い
活動するものとする。

（２）定住支援に関わる職員との連携・協力
定住支援施設における日本語教育については，外務省予算で実施される「平成２

８年度難民等定住支援事業 の社会生活適応指導や厚生労働省予算で実施される 平」 「
成２８年度難民等の定住又は自活促進のための就職援助事業」の職業相談等に関わ

る職員とともに行うため，これら定住支援に関わる職員と連携・協力し，定住支援
全体の効率化・充実化を図る。

（３）関係団体等との連携・協力体制の構築
本委託事業の実施にあたり，様々な関係団体等が円滑かつ積極的に連携・協力で

きる体制を構築する。

（４）個人情報の取扱い

条約難民は，本国において政治的意見等，難民条約上の理由に基づく迫害を受

けていた可能性があるため，その個人情報の取扱いに十分配慮する。

（５）学習教材等の著作権

本委託事業によって生じた著作権は全て文化庁に帰属する。また，受託者は文化
庁からの公表の指示に従う。

（６）委託契約

本企画競争を経て選定された受託者と文化庁が締結する委託契約には次の①から

⑤に掲げる諸規定が明記されることに留意する。

① 受託者は，支出負担行為担当官との委託契約を履行するに当たって，本委託事

業の全部を第三者に委託してはならない。

② 受託者は，支出負担行為担当官との委託契約履行において，本委託事業の一部

を第三者に委託しようとする場合は，再委託先の住所，氏名，再委託を行う事業

の範囲，再委託の必要性及び金額（以下「再委託に関する事項」という ）が記。

載された書面を提出し，支出負担行為担当官の承認を受けなければならない。

③ 受託者は，前項による再委託の相手方の変更等を行おうとする場合は，改めて

再委託に関する事項が記載された書面を提出し，支出負担行為担当官の承認を受

けなければならない。



④ 支出負担行為担当官が，本委託事業の適正な履行の確保のため再委託の履行体

制の把握に必要な報告等を求めた場合には，これに応じなければならない。

⑤ 支出負担行為担当官は，本委託事業の適正な履行の確保のため必要があると認

めたときは，受託者に対し，本委託事業の履行体制等について書面による報告

を求めることができるものとする。

受託者は，支出負担行為担当官より本委託事業の履行体制等について報告を

求められた場合には，速やかに支出負担行為担当官に対して書面による報告を

しなければならない。

（７）経費の積算

， ， ， ， ，経費の積算に当たっては 人件費 事業費 再委託費 一般管理費等について

文化庁委託業務実施要領並びに事業実施団体の規定等に基づき適切な経費を計上

しなければならない。

５ 問合せ先

文化庁文化部国語課
〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 旧文部省庁舎５階

○事業内容に関する御相談
文化庁文化部国語課日本語教育専門職

電話番号 ０３－５２５３－４１１１（代表 （内線２６４４））
FAX番号 ０３－６７３４－３８１８

E-mail nihongo@bunka.go.jp

○会計・経費に関する御相談

文化庁文化部国語課協力推進係
電話番号 ０３－５２５３－４１１１（代表 （内線３１５８））

FAX番号 ０３－６７３４－３８１８
E-mail nihongo@bunka.go.jp


